




は じ め に
本 稿は,戦 前 日本の知 識人,と くに社会科学の分野の専門家 ・論者たちが,
同時代 の ドイツ ・ナチスの経済思 想をいかに分析 し,ど の ように評価 して い
たかを,ヒ トラー主導 のナチス党が政 権を掌握.した1933年 直 後 の 時期 を中
心 に考察 しよ うとす る ものである。
ナチス党(民 族 〔または国民〕 社会主 義 ドイ ツ労 働者 党Nationalsozial-
istischeDeutscheArbeiterpartei,NSDAP)やヒ トラー( dolfHitler)
の行動や思想 に対す る同時代 の日本人 の関心 は,同 党が ドイツの政権 を獲得
す る以 前か らみ られ,と くにマル クス主義の分野で は,ナ チズムの本質 をめ
ぐって1933年 以前か らす でに活発 な議論が くり広 げ られて い た。 この時期
の 日本 のマル クス主 義者 た ちの ファシズム論 に関 しては,今 日,い くつか興
味深 い研究 が公 にされてお り,本 稿 で問題 に しょ うとす るナチスの経済観の
特徴 に関 して も,当 時のマル クス主義者 たちのその認識 があ る程度 まで言及
されてい る(1)。しか しなが らナチスの経済思想が戦前 の 日本 の社会 科学 の分
野 にお いて全面的な分析対象 とされるのは,ヒ トラー主導 のナチス党が,単
な る運 動 と してだ けでな く,ド イツにおいて実際 に権力 を も掌握 するに至 っ
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てか らであり,同 時代の日本の知識人が,自 身をとりまく状態や自国の深刻
な社会的 ・経済的状況に ドイツの事情を結びつけ,上 の事実を身近な現実問
題として受け止めてからであった。1933年 ・1934年 は,そ の意味で日本に
おけるナチス経済思想に関する分析が本格的に開始 された時期ということが
できる。
本稿では,こ の時期のナチス経済思想分析の成果の中から,法 学(民 法学)
の我妻栄(東 京帝国大学法学部教授)、,経済思想史 ・社会学の加田哲二(忠
臣)(慶 慮義塾大学経済学部教授)及 び長守善(東 京帝国大学大学院修了 ・




く受けてはいたが,狭 義のマルクス主義者ではな く,ま た我妻栄はナチズム
に対 して終始批判的ではあったが,そ の立場はワイマール的民主主義の観点
に立 っていた。 日本経済学の提唱者土方成美(東 京帝国大学経済学部教授,




のファシズム論が徐々に排除 され②ていった時期にも継続 し,そ の成果は戦
時体制の下で も跡絶えることなく公にされた。本稿が対象 とするのは,ま さ
に ドイツ ・ナチス体制期にぴったり重なる,同 時代の日本の非マルクス主義
分野のナチス経済思想の分析 ということになる。
さて,本 稿が問題に しょうとするこれらのナチス分析は,こ れまで殆ど全
く注 目されることがなかった。 日本 ファシズム研究の観点から戦前日本のファ








麿著 『独裁政治論叢書』全4巻(1932年)と 具島兼三郎著 『ファッシス ト
国家論』(1933年)を 戦前 ファシズム研究の一つの水準を示すもの として高
く評価 したあと,こ う述べている。
「もちろん量的にはその後の時期 〔1932・3年以後〕 の方が多いが,質 的
にはこの時期が もっとも充実 しているように思 う。それは,32,3年 の段階
までは反 ファシズムの観点からの研究が主流を しめていたのにたい して,日
本のファッショ化が進み,国 際的にもファッショ国家間の提携が進め られる
段階になると,親 ファシズムの立場からの研究(な いしは紹介)が 多 くなる
からである。」⑤つまり戦前のナチス(フ ァシズム)分 析 は,こ こでは社会科
学的な質と水準の観点か ら捉え られており,1932,33年 以後のそれは,反
ファシズムの観点の後退,親 ファシズム化の故 にあたかも質的に劣 り,評 価





められたその時期 こそ,ま さにナチズムの経済思想が,国 家主義的運動に対



















本稿が対象 とする三人の論者は,1933,34年 の頃からはじま り,ま さに
この 「日本ファシズムの完成期」に向けてナチス分析を公にする。本稿で取
.上げる1933,34年 の時点の分析のあと,我 妻は二つの大 きな論文を193E年
と1942年 に発表 し,加 田は1940年 と1941年 に,長 は1939年 にそれぞれ著
書を公にし,ナ チスの経済思想とその政策論の解明に力を注いでいる。 しか
も三人のうち,我 妻はワイマール的民主主義の立場か ら,ま た加田は昭和研
究会に結びつ く 「経済協同体」の理念の観点から,そ れぞれナチズムに対 し
て批判的であり,こ れに対して長守善 は明らかに 「親ファシズムの立場」に
立 っていた。 この三者の分析 と評価が体制としてのファシズム化の現実過程
といかなる関係にあったかという問題は,ナ チス政権掌握期の1933,34年
を中心に考察する本稿では,立 入ることはできないが,彼 らのこの時期の分







でな く,そ の内容的な具体性において,高 い質を有 していた。それは,マ ル
クス主義の分野のファシズムに関する抽象的な本質論とは異なった意味で,
否,む しろナチズムの歴史的現実に即 し具体的である点で,マ ルクス主義の
それ以上にリアリティーをもち合わせていたのである。
その際重要なことは そしてそれが今 日のわれわれのナチス研究と異な
る点であるが一 かれらのナチス分析が,'ド イツにおけるナチスの運動 と権
力掌握=体 制化という現実と同時進行的であった点である。 しかもそれは日
本自体のファシズム化の現実過程 と重なり,そ れぞれ状況は異なるが,そ の
只中で現実 との間に緊迫 した関係をつ くり出しつつ遂行 されたことである。
ナチス分析はファシズムへの評価 と表裏一体の関連 にあ り,'またそうならざ
るをえなかった。ナチ'ス研究は,か れらにとって,同 時代の ドイツの問題で
あると同時に,ま た日本社会の,従 って自身の境遇 に関わる切迫 した問題で
もあったのである。今 日の時点でわれわれがナチズムを研究するにあた り,
この事実を確認 し,そ れを日本の戦前 ・戦時の歴史過程の中に正 しく位置づ
けることは,こ の時期のナチス研究の社会科学上の意義を確定するためばか
りでな く,さ らにまた当時の社会科学者の現実との関係を知る上で著るしく
重要な課題 といってよいだろう。 しか もその戦前 ・戦時の日本社会と今 日と
の間の連続性が改めて問題とされている現在,こ の問題は,間 接的とはいえ
われわれ自身のナチス研究の意味に も関わ って くるように も思われるので
ある。







経済思想であった。それは資本主義的営利を承認 しつつ,し か もそれに対 し
て全体的な立場か ら国家的に規制を加えるという立場であって,そ れは,ド
イツだけではなく,同 じように反自由主義 ・反個人主義 ・反マルクス主義の
観点から全体主義的な傾向を強めつつある日本にとって最も適合的な考え方
















1.ナ チス経済思想 に対する民主主義的立場 からの批判的考察
一我妻栄の場合一
我妻栄 〔1897年～1973年 〕の論文 「ナチスの民法理論 〔→口」が 『法学協
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戦前日本におけるナチス経済思想の分析
会雑誌』 に掲載されたのはナチスが政権の座について1年 目の1934年 であっ
た。 この論文は,ナ チス経済思想に関する本格的な批判的学術論文 として,
後述の加田哲二のそれと共に,最 も早いものに属する。 しかし,そ れよ りも
以前 にすでにい くつか重要なナチス分析が公にされていたことは 「はじめに」
で述べた通 りである。イタリアにおけるムッソリーニ指導のファシズム(国
家ファシスタ党)の 政権掌握(1922年)や ドイツにおけるヒ トラーのナチ
ス党の勢力の拡大の事実は,フ ァシズム運動が単なる一時的ないし偶然的な
反動的運動ではな く,か な りの広が りをもって大衆の心を捉えた政治勢力で
あることを示 していた。そのような状況を背景 に,ま た日本における類似の
動向に対する批判的認識の必要性 に促 されて,フ ァシズムに関する社会科学
的な分析が進められたことは先行研究が示すところである。 ドイツのナチズ
ムに対する考察 もそのようなファシズム分析の一環 としてナチス党の政権掌
握の前に始められており,中 でも政治学者今中次麿 〔1893年～1980年 〕(九
州帝国大学教授,1942年 辞職,戦 後復帰)の 先に掲げた 『独裁政治論叢』




ある」(同 上書,序)と 述べて,ナ チズムの科学的分析を試みた今中は,ナ
チスの経済思想に関 して もナチス党綱領(フ ェーダー綱領)や 農業綱 領
(1930年)に 基づいてその内容を紹介 している。今中はその際 「利子奴隷制
打破」「土地の無償没収」等々のその中に含まれる資本主義の修正 に関連す
る一連の項 目に注目すると共 に,同 時にそれ らの限界と,そ の方針そのもの
の修正の事実を指摘 し,ナ チスはむ しろますます 「ブルヂョアジー独裁の代





我妻栄のナチス分析は,上 述 したように1934年 の論文 「ナチスの民法理
論H(⇒ 」(8)に始まり,そ の理解は,さ らに同 「ナチスの所有権理論」(1938
年)(9)と同 「ナチスの契約理論」(1942年)(10)に おいて深め られた。最初の
「ナチスの民法理論 ←う(⇒」は,同 じ年に出版された,杉 村章三郎 ・木村亀二 。
後藤清 との共著 『ナチスの法律』(日 本評論社)に も原形のまま収録され,












その際ナチス思想の特質に関 して我妻が重視す るのは,ワ イマール憲法の
社会生活上の指導原理 との関連,両 者の共通点 と相違点である。ナチス党が









を課 している。他方,ナ チスはワイマール憲法を排斥 しながら,私 的所有を認



















として貸付資本ないし金融資本が存在 し,そ の支配が,国 民の過重な利子負





におけるこの利子奴隷制打破の要求を,我 妻はとくに重視 し,こ れをナチス
経済政策,さ らにナチス政治運動の目標とし位置づける。
利子奴隷制と利益追求主義に対置される 「需要充足」の指導理念は,上 述




(b)企 業主体の個人的自由と責任に基づ く健全な経営,そ の担い手 として
の中小商工業者の保護。






このように大企業を,企 業家による個人的指導のある場合 と,株 式化さ
れ非人格化され投機 目的される場合とに区分する。前者は是認 され,後
者は排斥される。
(e)会 社化された トラス トの国営化の要求(綱 領13条)は 上記(d)と関連
する。 また不労所得 ・利子収奪に対する国民福利の見地か らの批判(綱
領9条)は 金融資本の集中への批判 として理解 される。
(f)大 企業への利益参加の要求(綱 領14条)は,労 使共同経営を意 味せ





























的な観点と,そ れに基づ くドイツ民族の優越性及びユダヤ的ないし非 ドイツ
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的なものの排除の立場に対 してである。我妻は,ナ チズムにおける種族 と民
族との関係,民 族 と国家との関係,ロ ーマ法に代わる ドイツ一般法なる観点











策との間の調和の問題性,中 小商工業の維持の目標 と大企業重視 との矛盾,
大企業の尊重 と株式会社制度の排撃 との対立的関係,金 融資本排斥(「 利子
奴隷制の打破」)の 非現実性,等 々について我妻は鋭 く指摘 し,「限 りなき懸
念」を表明する。その上でこれらのナチスの政策思想が,資 本主義経済のた





























即ちこの思想が 「個体」をもって抽象的な平均人となし,こ れを 「数」の裡
に没却 し去 り,「個体」の有するそれぞれの独 自の価値を捨象 し自主的地位
を否認するものだという非難が,正 当なものであるならば,「 協同体」 の理
論をもつてこれに代わる理念となすことに対 しても,私 は決 して賛成を躊躇
するものではない」。
しか しナチスはその協同体を 「ドイツ民族の血の結合からおのずか ら生ず
る自然的事実」とする。 もしこれを不当に拡大し,資 本主義社会の進展に伴っ










きものとして捉え,そ の非合理性を徹底して批判 し,.「現実 を直視する」 合
理的な批判的精神の重要性を強調する。1936年 の論文において このような
批判を行 った我妻は,さ らに1942年 論文においてあえて 「この警告の益々
強 く繰返さざるを得ないことを感ずる」と述べるのである。われわれは,ま
さにこの時期にナチス的な協同体理念,と くに経営協同体の理念と指導者原
理(企 業者=指 導者・労働者=従 者)と 帆 日本に大きな影響を与えつつあっ
た状況 に注意 しなければな らない。大 日本産業報国会(1940年)に よる




それと結びついた 「事業一家」の観念への批判を含意 し,そ れが企業の雇用
関係における伝統主義的な家族主義的精神の適用,国 体思想によるその強化
という日本の現実に対 して向けられていたと見ることは決して困難ではない。
我妻は,ナ チスにおける合理的な批判的な精神の欠如を徹底 して糾弾 したが,
まさにその合理的 ・批判的精神の抑圧 こそこの時代の日本の支配的な思想と
学を特徴づける最大の問題であったのであり,「一種の信仰に も等 しき非合
理的な観念」に対する彼の批判は,日 本民族の優越性,天 皇を中心 とす る血












(1)加 田哲二 のナチス分析 の視点一1932年 一
社会経済思想 ・社会学の学者加田哲二(忠 臣)(慶 鷹義塾大学教授,終 戦
後退職。1895年 ～1964年)(18)は,早 くからナチスの経済思想に対 して関心
を抱き,ナ チスが権力を掌握する以前からその批判的検討の結果を公にして
いた。加田のナチス研究の一連の成果は,自 身の大学の紀要 『三田学会雑誌』
や何冊かの著書,ま た一般雑誌を通 じて世に問われたが,他 方彼は,1937
年に発足 した昭和研究会に参加して,そ の内部研究会の東亜ブロック経済研
究会の委員長として,ま た文化研究会のメンバーとして活動 した。前者の研
究会にはほかに,湯 川盛夫 ・金原賢之助 ・和田耕作 ・山崎靖純 ・猪谷善一 ・
友岡久雄 ・三浦鉄太郎,松 井春生,笠 信太郎ほかがおり,ま た後者の研究会
の委員長は三木清で,委 員 としてほかに,三 枝博音 ・清水幾太郎 ・中島健蔵 ・






加田は,ナ チス政権掌握の前年の1932年 に,逸 速 く自身 のナチズム分析
の成果を書物の形で公にしているが,と くにこの年に刊行された二つの著書,
『国民主義と国際主義』(同 文館)と 『日本国家主義批判』(春 秋社)は 注 目
に値する著作である。前者の書物において加田は,ナ チズム(国 民社会主義)
を理論よりも行動に重点をおいた運動であり,そ の理論はまだ完成 していな
いとした上で,国 民社会主義は 「その理論的内容の如何を問はず,そ れは今
日の問題」であると警告する。国民社会主義の現象は,そ の場合,ド イツに
発 し,そ の形態は著 しくドイツ的だが,し かしそれは決して ドイツだけの現
象ではなく,世 界史の現段階においては,い ずれの国にも現れる可能性 と必
然性を もっている。 ドイツのそれはこの運動の 「先駆者」であり 「典型的形
態」なのであるω。上のような理解に立 って加田は,日 本の国家社会主義 ・
国民社会主義 。日本的社会主義の運動を ドイツのナチズムに関連づけようと
した。今中次麿の場合 と同様,加 田のナチズム研究 も日本ファシズムに対す
る社会科学的な分析 と密接に結びいていたのである。
後者の著書 「日本国家主義批判』は,「 日本 ファシズム論」 という副題を





対する客観的な研究と批判の必要性を指摘 しつつ,国 粋主義,高 畠素之や赤








的な対立 ・抗争,対 内的には左翼社会主義運動との対抗,と いう二つの対抗
局面を有する。
2)社 会的な階級分化を前提としてお り,そ れに対する対応形態としての
全体主義の立場であって,そ の運動の基礎には中間階級が存在する。
3)そ れは単なる伝統主義ではない。資本主義に対 しては 「一応の程度」
までは反対するが,し か しそれをあいまいにするために対外的問題が強調 さ
れる。




ら,フ ァシズム支持者は今後ある程度 まで増大するであろう。③ しか し上の




加田は,ナ チスが政権を奪取する前年の1932年 の時点において,ナ チズム
の思想の内容をすでに具体的に認識 していた。その際 加田はとくに重要なナ 、
チス的観念として,① 民族,② 共同精神(私 利よりも公利を優先する)及 び
③利子奴隷制の打破,の 三点に注目した。翌1933年 に加 田は 『三田学会雑
誌』に論文 「ドイツ国民社会主義の経済観」㈱ を発表 し,ナ チスの経済思想
について本格的な分析を試みた。この論文は,そ の後1940年 出版の自著 「転
換期の政治経済思想』(慶 応書房)に 内容的には殆ど原形のまま収録 されて









国民の経済的自立と,社 会階級間の調和=国 民協調を目標として設定 した。
そ して 「私利よりも協同の利益を重ず」(GemeinnutzvorEigennutz)の
原則はこのことを表現する言葉である,と 。党綱領に示される民族自決権,・
民族 自立,そ の生活と過剰人口移住のための土地獲得などの要求は,「 国民
経済の自立主義」(ア ウタルキー)に ほかならず,そ れは食料 ・原料供給者
としての農業の尊重に帰結 し,そ こか ら各種の農業政策 ・土地政策,と くに
農本主義的傾向が導き出される。加田はこのように理解する。
続いて加田は,ナ チス経済観における私有財産の問題,利 子奴隷制の打破,
資本観,社 会化の問題,金 融問題,租 税問題,労 働者政策を検討するのであ







① オ ットー ・シュ トラッサーらの 「革命的国民社会主義」(=少 数派)
とヒ トラー多数派及び両者の相違。ナチス党内においてヒトラーは資本主義
に迎合的であったが,シ ュ トラッサーらはこれに反対 し,よ り急進的な計画










② 「利子奴隷制の打破」の変質とH.ロ イプケの役割。加 田哲二は,他
の論者 と同様,「利子奴隷制の打破」(綱 領11条)を ナチス経済綱領 の中で
「最 も重要なもの」とみなす。 フェーダーによって提唱され ヒトラーによっ
て支持 されたこの要求は,農 民や工業的中間層が負う重圧的な利子や株主へ
の高率の利子配当に対する攻撃を意味 しており,そ の矛先は銀行や金融資本
に対 して向けられていた。 しか もこの綱領11条 には 「不労所得の廃止」 と
いう一般的な項 目すら含 まれていた。 しか しそれ らの批判は,国 際的な金融
資本,ユ ダヤ的貸付資本の問題に集約される形になっており,加 田は,ナ チ
スのこの反ユダヤ的主張が著 しく感情的であ ると批判す る。 彼はナチスの
「経済生活における人種的要素」がこの点に強 く表現 されていると考えた。
だが,こ の 「利子奴隷制の打破」に関連 して,加 田はナチスにおけるハ ン
ス ・ロイプケ(HansReupke)の 反対論の存在に注 目する。 ロイプケは,
「利子奴隷制打破」の要求が不労所得の排除や利子 ・利潤の一般的廃棄に結
びつけて理解される可能性があることを警戒 し,こ れに反対 してより企業者







「生産資本」・「企業資本」と,も っぱら利子 ・配当の取得をめざす 「金融資
本」・「貸付資本」とに分ける。そして前者は国民経済にとって有益だが,後
者は搾取的であるとして,後 者を批判する。 しか しその批判は結局は 「ユダ
ヤ的貸付資本」の排除に収敏 し,一 般的な形をとることはなかった。さらに
綱領の中でうたわれている トラス トやデパー トの社会化や大銀行の国有化等
に関しても,全 体としてロイプケに代表される 「新[親]資 本主義政策」が濃
厚になって来ており,「大所得の利益を躁躍するが如き行動」 はいよいよ行
われえな くなっている。このように加田は捉える。
④ ナチスは,労 働者と企業家との協調を標榜する。それは,企 業家を指











チス運動の全体主義的反プロレタリア的性格 に対 して注目し,こ れを利用す




以上 に見 られるように加田のナチス経済思想分析は,マ ルクス主義的なファ
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シズム理解 と共通する点が多 く,両 者は大 きく重なる。 しか し,加 田はナチ
スの経済思想の内容をより具体的に捉えたばか りでな く,ナ チス運動の中に
シュトラッサーらの少数派とヒトラー主導の多数派が存在 し対立 していたこ
とゴまたH.ロ イプケのような企業家寄 りの理論家が登場 し,親 資本主義的
な立場を表明 していたことを明らかにすることにより,ナ チスとその運動の
特質,そ の発展の方向性をより明確 にすることができた点は注目に値すると
いえよう。 もちろん山口定,栗 原優,中 村幹雄各氏 らによる今 日の精緻なナ
チス研究の水準から見れば,加 田の分析は明 らかに大雑把であり不十分であ
るといえるのであるが,し か しこの認識が,ま さにナチスが政権を掌握 した
その直後あるいはその直前の時点での分析によるものであったことを考慮す
れば,加 田の分析はその先駆性 において,ま た現実認識の鋭さの点において,
十分評価すべき成果といってよいだろう。
ナチス党綱領に関 しては,わ れわれは,今 日,た とえば栗原復氏のす ぐれ
た研究を有 してお り,そ れを通 じて シュ トラッサー と並 んで,1930年 に ド
イツ工業全国連盟がナチス党に送ったH.ロ イプケの活動 と思想 を詳細に知
ることができる⑳。栗原氏は,ロ イプケの任務が 「ナチスの反資本主義的,
反大企業的要素を克服 し,も って工業界のナチス支持を確保すること」にあっ
たことを明確 に'した。 しか し氏の論文に先だつ40年 前に,加 田哲二は,早
くも,登 場 して来たばか りのこのロイプケについて注 目しており,し か も加
田が示 した理解は,現 代の歴史学の成果に照 らしてみても,大 筋において的
をはず してはいなかったのである。そ してこのロイプケこそ,後 述の長守善
が,加 田とは逆にそれを評価する立場か ら,最 大の関心を寄せていた人物で
もあったのであり,そ こか ら引き出され強調された長の親資本主義的なナチ





加田をはじめとする同時代のナチス分析は,史 実(事 実)認 識の詳細さや





な く,む しろナチス分析の先行的研究 として,正 しく位置づける必要がある
だろう。 しかし,一 層重要なことは,ナ チスに関する同時代的な分析が,そ
の影響を受けつつある日本での同時代的な状況と重なり,か つ交錯 し,日 本
自体のファッショ化の現実にその分析自体が何 らかの関わ りを有せざるをえ
なかったことであるご この点において,そ れ らは,歴 史研究としては高度な.
水準を備える今 日のナチス分析がもち合わせない,独 自な意義とリアリティー
を有 していたのである。その リアリティーの見極めのためには,ナ チス研究
者は,一 度 自国のファシズム史の過程その ものの研究に足を踏みこまなけ
ればならないのである。
(3)加 田哲二のナチス的人種 ・民族論批判 と 「経済協同体」の構想
加田のナチス研究は,フ ァッショ的形態としてのナチズム思想に関する社
会科学的であると同時に批判的な分析であった。それは上述 したように同時
に自身の日本 ファシズムの分析 と表裏一体の関係にあ り,そ れへの批判と不
可分に結びついていた。この観点は後の著書 『転換期の政治経済思想』 にお
いて も変わらない。その中で加田が注目し,批 判 したのは,フ ァシズムの親
資本主義的 ・反労働者的性格であり,ま た民族主義的,人 種帝国主義的な性
格であった。両者は相互に関連するのであるが,加 田は後者に関わるナチス
の人種論 と民族主義に対してより強い関心を向けるようになる。ナチス民族
主義の分析 とそれに対する徹底 した批判は,加 田のナチス研究を一貫して特
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徴づけてお り,そ れはまた我妻栄の場合とは異なった形で,同 時代の日本の
状況に対する加田自身の実践的活動と密接に関連 していた。
ファシズムの民族主義を,帝 国主義的な対外主義 として,従 って列強間の
国際的な対立との関連でこれを捉えるという視点は,加 田が当初からもって
いた観点であった。ナチズムが露わに示す全体主義的な特質と人種論的な民
族主義の特徴,と くにその差別性 と非合理性に対 して加田は厳 しく批判 して
きた。その批判は,そ の後刊行された二つの著書,『 人種 ・民族 ・戦争』(慶
応書房,1939年)と 「政治 ・経済 ・民族』(同,1940年)の 中で くり返 し表
明された。 ドイツ民族の人種的優秀性の強調 とユダヤ人等への劣等視,そ の
迫害,ド イツ民族の生活のための領土拡大 と植民地の獲得,ナ チズムのこれ










支配と同時に人種的 ・民族的差別 も否定 されなければならない。そ してこの
「経済協同体」(Wirtschaftsgelneinschaft)の 考えこそ,日 本のアジアへの
軍事的進出,と くに日中戦争の中で,欧 米 とは異なった理想的な 「東亜の新
体制」をつ くり出そうという理念 として構想されたものであった。
この理念は昭和研究会の 「東亜 ブロック経済研究会」 における討議 と密接
に関連 しており,そ の結論を示す ものでもあった。その構想において,支 配 ・
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従属関係を排除したアジ的な 「経済的協同体」は,同 時に中枢国日本 自体に
おける資本主義の革新(「 国内改新」)を 前提とし,そ れと一体とされていた。
それは 「私利優先の資本主義精神」を 「協同体全体を総合としての全体的協
同主義」に転換することを意味 した働。われわれはそこに同 じ昭和研究会の
「文化問題研究会」の成果,三 木清の筆になるという 「新 日本の思想原理』
との大幅な重なりを見ることができる働。ナチス経済思想 ・人種的民族思想
への批判は,加 田の場合,日 本の国家社会主義的な運動に対する批判と結合
していたばかりでな く,こ のアジアの 「経済協同体」の理念 と不可分の関係
にあったのである。 しかし,「経済協同体」 における 「中枢国 日本」 の構想





長守善(南 満州鉄道株式会社,1941年 回欧州事務所駐在,1946年 帰国,
後中央大学,神 奈川大学)の 最初の書物 「ナチス ヒットラー運動 ・思想 ・




土方と近 く,同 じ頃刊行 された 『統制経済全集』全10巻 の第7巻 土方成美
著 『統制経済政治機構』(改造社,1933年7月)は,著 者土方の 「はしがき」
によれば,そ の内容の多 くが長守善の筆によるものであったという(3')。反マ
ルクス主義 ・反自由主義の立場から日本経済学 に向いつつある土方か らの影
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響にもよるのであろうか,長 守善 も同じく反マルクス主義の立場を表明 して
おり,ナ チズムに対 しても肯定的な考えを有 していた。彼は当時の時代状況
を次のように捉えていた(32)。
① 資本主義は多 くの欠陥を含んでいる。 しかし資本主義は長所 もあ り,
その欠陥の故にこれを破壊 し,一 階級のみの利益を代表させようとする
マルキシズムは支持できない。
② これに対 して資本主義の危機の原因を,制 度そのものには結びつけず,




ギーとして片づけられた り,反 動思想として扱われたりしてきた。 しか
し今や国民社会主義は 「力強い根」を ドイツ国民の間に張 りつつある。
それ故その思想 ・政策 ・綱領を具体的に解明することが必要である。
まず,長 の現実把握において注目すべき点は,資 本主義は多 くの欠陥を有
しており,そ の資本主義は現在危機の状態にあるという理解と,フ ァシズム
はそのような資本主義の危機に対 して,反 マルクス主義的 ・反自由主義的な
立場から,資 本主義を土台にしつつ,国 民全体の利益の調和をめぎす運動な
のだ,と いう認識である。 この認識は内容的には加田哲二のそれと殆 ど全 く
一致する。加田はそのファシズムを批判的な観点か ら捉えたのに対 して,長
はナチズムの中に積極的な意義を見出した。
300頁 をこえる長の上記の書物の内容は,社 会民主主義の破綻,国 民社会
主義運動,国 民社会主義の思想体系,ナ チスの政治理論,ナ チスの経済政策





分析が紹介され,そ の中心勢力がホワイ トカラー,中 小商工業者等の中産階
級や農民及び青年層であり,さ らに労働者大衆す らも社会民主主義からナチ
スに移 りつつあある,と 指摘 したことは重要である。 彼はそこでJ.ヴ ェル






ロマ ン主義 ・国家社会主義 ・講壇社会主義 ・キ リス ト教社会運動 ・民族運動
などの歴史的な諸思想 ・運動の影響を見い出す。③その上で長は結論する。
ナチス思想は,そ れらの影響を受けながら,(a)国 民主義=民 族的国家主義,




① ナチスの経済思想は,個 人主義的自由主義的経済理論 とも,ま た社会
主義理論とも基本的に異なった新たな理論を志向しているが,ま だ体系化 さ




② その際長は,我 妻や加田と同様 ナチスの根本思想が 「公益は私益に









して,ナ チスは公益優先の 「新 しいイデオロギー」を注入 しようとするので
あって,ま さに 「共同精神」こそがナチスの根本思想なのである,と 。長は,
以上のようにナチズムにおける倫理的要素,精 神的要素の決定的な役割に注
目し,「公益は私益に優先する」の理念を,そ のような経済倫理 ない しイデ
オロギーの側面に引きつけて捉えようとする。従 ってこれと結びついた利子
奴隷制打破等の 「反資本主義的」とされる観念 も,具 体的な措概としてでは
なく,よ り多 く 「イデオロギー」 として理解 されることになる。長のこの理
解は 「世界観」を重視するナチズムの基本的な特質を正 しく捉えていた。 も
とより,こ のような側面の強調は,ナ チスを単なるイデオロギーの党とさせ
かねず,ナ チスを単なる煽動的な党 とする見方を排除 しようとする長 自身の




③ 従 ってナチスは一長は述べる一 「反資本主義と言ふも,資 本主義制度
そのものに反対するのではな く」働,逆 に個人の創意(イ ニ シャチヴ)を 尊









解 したが,こ の認識は,別 の観点からではあるが加田哲二が注目した,あ の
H.ロ イプケのナチズム解釈に全面的に依拠するものであった。加田は,ロ




らば,長 のこの認識は結果的にナチスの現実に対応 し,そ の限 りで長と加田
とは政権掌握期のナチス像の事実認識において共通することになる㈹。
(3)ナ チスの経済組織化政策一長の ドイツ統制経済分析とその同時代的意義一
長守善は,「 ナチス』に続 く翌1934年 の著作 『ファッショ的統制経済』
(日本評論社)に おいて,政 権掌握直後のナチスの経済政策の実態を詳細に
究明する。長はまず,国 家による経済的統制の進展 というr世界的な状況を的
確に認識 し,そ れを 「統制経済」という観点において把握する。彼は,統 制
経済の類型として,社 会主義的なソ連型と,社 会主義 ともまた個人的自由主
義との異なった全体主義的な ドイツ ・イタリア型(フ ァッショ型)の 二つを




し,企 業による自治的な決定が大幅に認められていると指摘 し,ソ 連型との
違いを強調する。その上で政権掌握後のナチス的理念に基づ く経済体制=
「実現された新経済体制」の本質を,と りわけ新 しい 「組織」㈲ の中に見 よ








形態を説 く0.シ ュパ ンの団体国家論か ら多 くの影響を受けてはい る。 しか
しここでいうStandestaatの 理念は,中 世 的 ・身分制的な性格を もたず,
経済的条件に基づいた編成を基本 とレており,そ れは同一部門に所属するも
のの共通利益の保証を目的とする自治的な組織にほかならない。
② 団体はその際国家によって監視され,そ の指導を受ける。 しか し'それ
は個々の経済活動に対 して官僚的 ・画一的になされるのではな く,国 家的規
制はただ経済活動の方向と意義を決定 したり,法 制上 ・秩序上の矛盾を除去
することに限定される。基本的な原則は団体的自治にある。農業分野におけ
る公法上の自治団体 としての ドイツ食糧団体,ド イツ手工業団体,ド イツ工
業団体,ド イツ商業団体等々の経済団体の組織化,ま た ドイツ経済の有機的
構成準備法による部門ごとの企業の組織化がそれである。
③ 労働力の面では労働組合が廃止 され,労 働戦線として組織化される。
1934年1月 の国民労働秩序法はそれと不可分の関係 にあるが,そ こで提示
された原則は,経 営内の企業家,職 員,労 働者の相互間の 「忠誠関係」の上










国民経済的な観点,国 家的な観点に基づいて遂行 されねばならない。 こうし
て全体=国 民への奉仕の自覚と責任が強調される。 しかしそれは個人の私的
イニシャチヴを決 して否定するのではな く,反 対に個人の創造的活動 とその能
力の発揮が強 く要請される。、「能力あるもの,創 造力を有するもの(K6nner
undSchaffer)」 に対する評価 と保護,つ まり 「能力原則」(Leistungs-
prinzip)と 「指導者原則」とは一体となっている。経営共 同体 における労
働者 。職員の賃金はもはや 「経営に無知なる闘争団体」 この表現に示さ
れる長の認識 に注意せよ によって画一的に協約されるのではな く,こ の
能力原則にもとづいて,決 定 される(37)。
長守善は,体 制 としてのナチズムを」二のように国家的な統制経済機構 とし
て捉え,一 方ではそれを企業 と労働の国家的な組織化=国 民経済の有機的編
成として,他 方では全体主義 との関連を自覚 した個々の 「経営共同体」 とそ
こでの 「指導者原理」・「能力主義」 として理解 した。長は,そ のような国家
的な経済統制の下で,企 業家精神が尊重 され,個 人の創意 とイニシャチヴが
重視されることの意義を繰返え し強調する。経済団体の自治,自 主的決定に
関する指摘 もこの観点 と結びついている。











経済新体制確立要綱の基本的観点は,企 業担当者の創意 と責任,公 益優先と
指導者原理,経 済団体の編成による有機的国民経済の創出,に 集約的に表現








を重視 し,国 民経済の有機的編成,'経 営協同体,指 導者原理等の特質を解明
した長守善のナチス分析は,こ のような日本の現実の具体的な政策形成過程
に少なか らぬ役割を果 したものと推定される。
お わ り に
われわれは,ヒ トラー ・ナチス党が単なる運動としてばか りでなく,ド イ
ツ国家の権力を掌握 し,ナ チス体制として自らの機構の整備に足を踏み出し
たその時期に,そ の現実を日本において同時代人 として受 け止め,ナ チスの













を有 していたという点がほぼ理解できたと思 う。 その際かれ らのナチス研究
が,単 に ドイツ ・ファシズムの学問的な解明という面においてばかりでなく,
同時にファッショ化 しつつある同時代の日本の'現実の問題とも何 らかの形で
関連 し,ま た交錯 し合 っていたことも見逃すことのできない重要なことが ら
であった。三人のナチス分析の具体的な内容について改めて要約することは
せず,こ こではナチス思想の分析にあたって三人に共通 して見 られる認識の
枠組ない し視点について要点を整理 して 「おわ りに」 としたい。
① 第一 に,彼 らがナチズムを単なる反ユダヤ主義 ・民族主義 単なる全
体主義 としてではな く,資 本主義の展開との関連において,と くに個人主義
的自由主義的な資本主義の行づまりと危機への対応形態としえ捉えている点
が注目される。 それはナチス評価については対立的な経済学分野の二人,加
田哲二 と長守善 に共通 してみられるばかりでな く,法 律学者の我妻栄にも共
通する視点であった。ナチスの運動と体制を資本主義経済の危機とその深刻





金融資本の支配,等 々の問題がそれである。それ らの問題を我妻は 「資本主
義組織の辿った,或 程度まで必然の行程」 と結 びつけ,ナ チスの理論を 「資






種的民族主義 ・反ユダヤ主義や全体主義もこの観点に関連づけ られる働。 こ
のような視点は,同 じく資本主義の展開と関連づ けて捉えられた日本の同時
期の諸問題,と くに日本的 ファシズムの問題を,ナ チズムとの併行性 と共通
性において認識することを可能にした。その意味でこの視座は,社 会科学的
な観点か'ら見て,著 しく重要な意味をもっていたのである(39)。
② 公益優先原則 ・私的イニシャチヴ尊重 ・「反資本主義的」観念。 各種
の要求や原則からなるナチスの広い意味での経済思想のうち,三 人の論者が
一致 して認めるナチスの根本原則は,「 共通 の利益(公 益)は 私的な利益
(私益)に 優先する」(GemeinnutzgehtvorEigennutz)であ った。 それ
はこの原理をナチズムの 「至上命令」 とするという同時代 ドイツのナチス思
想理解に基づいており,そ の認識は本稿で取上げた三者だけでなく,同 時代
の日本人のナチス認識に共通するものでもあ った。194C年 末 に経済新体制
の基本理念として確定された 「公益優先」の原理はナチス思想の強い影響が
指摘されるが,そ の基盤はすでにこの時期にできていたのであった。
この原則は,個 人的利益の追求を基本原理 とす る自由主義的経済制度に対
して,民 族ないし国民の全体的な利益をもって私的利益に優先させることを
趣 旨としており,Gemeinnutzのgemeinは,民 族(国 民)社 会主義の民族 ・
国民に対応 し,そ れはまた政治的な全体主義と一体となっている。全体的利
'益
の優先というこの原則は,し か し,私 的所有と私的営利活動を決 して否定
しないばかりでな く,む しろ逆に私的個人的な創意を重視 し,そ れを基礎と
して成 り立つものであった。私的所有の承認,個 人の経済的イニシャチヴ尊
重,個 人の責任の重視,こ れらの観念も三人の論者が同 じように確認 したナ
チズムの根幹の思想であった。つまりナチスは営利原則,資 本主義的原理を





とに於て自主的経営に任ぜしめ」 る,と いう文言は,そ の意味です ぐれてナ
チス的であったといえるのである。
では私的利益の追求は民族的 ・国民的利益の観点か らいかなる形で抑制さ




題は,私 的利益のあくなき追求の結果であり,国 民を全体 として圧迫す る最
大の問題であり,民 族的国民的利益の観点か ら除かれねばならない。我妻は
「ナチスの政治運動の総ての意義は悉 くこの主張の中に包含せ しめ られると
も称 し得 る」 とまで述べてこれを重視した㈹。それは銀行資本 ・金融資本の
支配の排除を意味し,そ れらによる土地の投機的取引,金 融投機,戦 時利得
などの暴利行為の排斥と結びつくはずである。
しか しナチスの 「社会主義」の核心をなすはずのこの金融資本批判,反 拝
金主義は,結 局のところ人種的観点に結びつけられ,も っぱ らユダヤ人の経
済活動,と くにユダヤ的金融資本の問題に帰着せ しめられた。この認識 も三
論者一'致している。
後の歴史研究は,ナ チズムにおける 「反資本主義的」な要素を重視するが,
利子奴隷制打破 ・不労所得の廃止の観念は,ま さにそのような 「反資本主義
的」とされるものの最たるものといえる。三人の論者 はすでに1933,34年
の時点でこの 「反資本主義的」 とされるものの内容とその実体を明確に分析
していたのである。その際加田は,上 述 したように,ナ チス運動の初期的段
階の特徴 として,こ の 「反資本主義的」な要素を重視 し,こ れを中間層の要
求と結びつけた。 しか しナチズムの後期形態 ・権力掌握後の段階の特徴とし
84(84)
戦前日本におけるナチス経済思想の分析
て加田は,「反資本主義的」要素の後退 と資本主義的性格の強 まりを重視 し
た。我妻 と長は 「反資本主義的」の表現を用いることに慎重で,金 融資本へ












存の社会階級関係を固定化させるものとしてそれを厳 しく批判 し,フ ァシズ
ムの本質がそこにあると認識 した。我妻 も,そ のようなナチス的協同体理念
が既存の不当な勢力の無批判な是認,個 人の自主性の剥奪,権 力者による独




こに含 まれる矛盾を指摘 し,こ の運動が 「独占資本主義」の支配機構の構成
者によって利用 される運命にあるとみな し,ナ チス運動の推移 と転換を重視





はイデオ ロギ ーと して残'され ることにな ると して も,や がて変え られ ること
にな るだ ろうと加 田は予想 した。 中間層 とナチス との関係 に同 じく注 目 しな
が ら,長 は,加 由 と異 な り,む しろナチス政権の下で 中小企業や農民層への
具体的な立法が打 ち出された事実を重要視す る。長は,中 間層政策が運動 に 闘
おいて ばか りでな く体制 としてのナチズムの下で継続す ることに注 目 したの
であ る。我妻 も長 と同様 に,農 民 ・中小商工業 の維持 とそのための保護 の原
則が党綱領 においてのみでな く,政 権掌握後 の諸立法 において も強 く打 ち出
され ている ことを明 らかに し,そ れが矛 盾を内包 している ことを指摘 した。
ナチス政権 の下 での こう した動 向について長守善 は特 別の問題性 を指摘 しな
か ったが,資 本主 義の進展の不可避 性を重視 す る我妻 は,中 間層 の維持 ない
し保護 の政策の実現 につ いて は終始 否定的であ ったのであ る。
以上 の ほか に も,と くに具 体的な政策 について,三 人の論者の間で共 通す
る認 識が存在 したが,こ こで は取 り上 げる必要がない だろう。 いずれ に して
もナ チス政権掌握 の時期 にお ける彼 らの ナチス認識 は,そ の後 のそれ ぞれの
ナチス分析 の土台 とな った。彼 らのその先駆的 なナチス分析 の成果 が,書 物
や論文 を通 じて,多 くの人 々に読 まれたであろ うことは想像 に難 くない。 だ
がこの後 日本人 に よるナチス理解 が どのよ うな方 向に向 って進 むか,そ れが
具体 的な政策 過程 にどう関連 す るか については,ナ チス諸立法 の翻訳,さ ら
に1939,40年 に 『新 独逸 国家体系』12巻 として刊行 され るH.H.Lammers/
H.Pfudtner(Hg.),Grundlagen,AufbauundWirtschaftsordnungdes
nationalsozialistischenStaates,Berlin1936-38の大翻訳事業,官 庁や 財界
のナ チス分析 などを含 めて検討 しなけれ ばな らない。
最後 に,上 の三人 の論者が ナチス経済思想 の分析 に当 って用 いた綱領 や立












(1)安 部 博 純 著 『日本 フ ァ シズ ム研 究 序 説 』 未 来 社,1973年,1995年(新装 版),
第1編 第1章,吉 見 義 明 「戦 前 に お け る 「日本 フ ァ シズ ム 』 観 の 変 遷 一1931
年 か ら1937年7」 「歴 史 学 研 究』451号,1977年,神 田文 人 「昭和 恐 慌 期 の 社
会 運 動 」 東 京 大 学 社 会 科学 研 究所 編 『フ ァシ ズ ム期 の 国 家 と社 会 』1,東 京 大
学 出版 会,1978年,ほ か。 安 部 氏 の著 書 及 び神 田 氏 の 論 文 は マ ル ク ス 主 義 以
外 の知 識 人 の フ ァ シズ ム論 に つ い て も言 及 して い る。
(2)安 部,前 掲 書,23頁(注)7,三 宅 正 樹編 「ベ ル リン ・ウ ィー ン ・東 京 』 論 創
社,1999年,第4章 。 但 し,マ ル クス 主 義 的 フ ァ シズ ム論 は,1935,36年 の
時期 に と くに 日本 の フ ァ シズ ム との 関連 で 再 び論 ぜ られ る。 吉 見,前 掲 論 文 。
(3)注(1)参 照 。
(4)山 口 定 氏 の著 書 『現 代 フ ァ シズ ム論 の 諸 潮 流 』 有 斐 閣,1976年,さ らに 栗
原 優 著 「ナ チ ズ ム 体 制 の 成 立 』 ミネ ル ヴ ァ書 房,1981年,中 村 幹 雄 著 「ナ チ
党 の思 想 と運 動 』 名 古 屋 大 学 出 版 会,1990年,ほ か の す ぐれ た 研 究 を見 よ。
(5)安 部,前 掲 書,23頁(注)7。
(6)安 藤 良 雄 著 「現 代 日本 経 済 史 入 門 』 日本 評 論 社,1963年,1980年(12刷),
249頁,最 近 で は 須 崎 慎 一 著 『日本 フ ァ シ ズ ム と その 時 代 』 大 月書 店,1989年,
347頁 以 下 。 な お こ の点 に関 連 して 筆 者 は社 会 経 済 史 学 会 関 東 部 会(2002年3
月16日 ・早 稲 田大 学)に お いて 「日本 に お け る ナ チ ス経 済 思 想 一 公 益 優 先 論





(7)今 中次 麿 著 「民 族 社 会 主 義 」254頁 以 下,263頁 以 下 。
(8)こ の論 文 は 「法 学 協 会 雑 誌 』 第52巻4,5各 号 に 掲 載 さ れ,戦 後 我 妻 栄 著
(87)87
政経論叢 第71巻 第1・2号
『民法研究1』(有 斐閣,1966年)に 収められた。但 し,同 書巻末の著作 目録
には,本 論文の発表年,雑 誌巻号が誤って記載されている。なお,戦 前 ・戦時
の我妻の学問研究の状況については,「 ジュリス ト』 臨時増刊1974年6月21
日号(我 妻先生追悼 「特集 ・我妻法学の足跡』)参 照。なお,関 連 して,広 渡
清吾 「第三帝国におけるブルジョア法の 『転換』」東京大学社会科学研究所編
『ファシズム期の国家と社会』5,1979年 。但 し,広 渡氏はここでは氏の問題
意識と密接に関連すると思われる我妻のナチス法研究に立入って言及 していな
いo
(9)『 牧野先生還暦祝賀論文集』(有 斐閣,1938年)に 所収。 また同上 『民法研
究1』 に収録。
(10)『 杉山教授還暦祝賀論文集』(有 斐閣,1942年)に 収められた。 同上 「民法
研究1』 にも所収。
(11)同 上 『民法研究1』 「はしがき」をも参照。




(13)我 妻のナチス批判については,同 「ナチスの民法理論(一)」644頁 以下,
同上(二)889頁 以下,と くに第4章 結語,参 照。「ナチスの方策に普遍性な
し」との判断を下 しつつ,し かも我妻は ドイツの 「非常時」における 「特殊的
事情」の存在の可能性を も考慮 し,最 終的な断定を避 けて,こ う表明する。
「畢寛私は,ナ チスの民法理論に於て,個 人主義的自由主義理論を修正せん と
する一の特異な試みを獲見する。その理論の裡には矛盾 もあり,疑 問を抱かし
むるものも少 くない。然 し又反封に,教 訓に富み暗示を含むものも決 して絶無
ではない。 しか もこの理論は,次 ぎ次ぎにその修正補充を加へつつ,今 強大な
政治権力によって欧洲の一角に試練を試み られつつある。私は個人主義的民主
理論の何等かの意味に於ける修正の必然を信ずる一民法學徒として多大の興味
をもつて事のな りゆきを観察する者なのである。」なお,我 妻 「ナチスの私法
原理 とその立法」『法律時報」第6巻3号,1934年3月(同 上 『民法研究1』
所収),の 末尾の 「ナチスよ,お まへはどこへゆ く」の一節を も参照。
(19)同 「ナチスの所有権理論」同 『民法研究1』(ペ ージ数はこれによる),384
頁以下,同 「ナチスの契約理論」同上(同 上),74頁 以下。
(15)森 戸辰男i著 『独逸労働戦線 と産業報国運動」改造社,1941年,序 。




(17)わ れわれは,同 時に我妻が非合理的でない 「本来的な協同体理論」,「本来の
意味での協同体」を承認 していたことに注意 しなければならない。人間の生活
関係のうちに,契 約理論では説きえない協同体的関係の存在を認め,農 民家族 ・
農民団体(農 村共同体ではない)を 本来的な共同体として,こ れを是認する我
妻の協同体理解をいかに位置づけるべきかが問題とされねばな らないだろう。
「ナチス所有権論の根抵に横たわる協同体理論か ら,そ の人種法則的法律観に








(18)加 田哲二については,増 井健一 「昭和12-1E年 の三田経済学部の先生たち」
「近代 日本研究』15(1998年)101頁 以下,『 慶慮義塾の経済学(福 澤先生没後
100年 記念)」2001年1月,ほ か。
(19)酒 井三郎著 『昭和研究会』TBSブ リタニカ,1979年,135,154頁 以下。 東
亜ブロック経済研究会は1938年 に発足 し,翌39年 に研究会の成果を,昭 和研
究会著 『ブロック経済に関する研究』(生 活社)と して発表す る。加 田は同会
委員長として,第1章 と第6章 の理論的ないし総括的な部分を担当 している
(後述参照)。 なお同会の活動状況については,同 上書第一章に付せられた 「資
料」参照。加田は後者の文化研究会で 「日本主義とその諸内容について」を報
告 した(そ のあとに笠信太郎による 「経済再編成の問題について」が続 く)。
三木が執筆 した 「新日本の思想原理」(1939年1月)は この研究会の報告書で
あるが,こ れは前者の委員会で も討議されている(上 記 「資料」(五)参 照)。




し,フ レッチャーは,ナ チズムを0.Nathanら の同時代英語文献 に基づいて
理解するに止 どまり,十 分とはいえず,昭 和研究会への影響についても表面的
な叙述に止まっている。本稿の内容が示すように当時の日本の知識人は,ナ チ
ズムの本質についてフレッチャーよりもはるかに正確な理解を示 していた。








学の図書館で開かれたのは翌34年6月 であった。その展示文献 が,加 田 「国
民社会主義(ナ チス文献)」 として,同 雑誌第38巻7号(1934年7月)に紹
介されている。文献が広範囲に及んでいることに驚かされる。
(26)同 「ドイツ国民社会主義の経済観」25頁 以下,41頁,45頁 以下。
(27)栗 原優 「ナチス党網領の歴史(上)(下)」 『西洋史学』XCIII,XCIV,1974。
ロイプケについては同上(下)。
(28)上 出 「ブロック経済に関する研究』,と くに第6章 。




お加田の動向については,伊 藤隆著 『昭和10年 代史断章』東京大学出版会,
1981年 も参照。
(30)我 妻は最初の論文でこの書物を注で引用し,「 ナチス支配下 の ドイツの国状
のよき概観を与える」と評価している。また,ナ チス綱領の訳文について も,
本書を参照 している。本書の内容は,後 め長の著作 『ナチス経済建設』 日本評
論社,1939年,1940年(再 版)に 吸収された。
(31)土 方成美著 『統制経済政治機構』「はしがき」。なお土方は1932年 に 『ファッ














経済新体制期にこれまでにな く強 く意識される。ナチス ・ドイツ論は,こ のよ
うな現実の必要性にせまられて,不 可避的に日独比較論の形をとることになり,
その中でまた日本の特殊性が意識され,そ して強調される。 日本の特殊性の認





(40)我 妻 「ナチスの民法理論(二)」837頁 。
(41)も ちろんナチズムを 「反資本主義的」 とする見方が存在したことも事実であ
る。それは同時代の資本主義的立場からの国際的なナチス批判の局面とも関係
する。
(91)91
